[bookmark: _GoBack]様式第１号（第４条、第７条関係）

　　年度心豊かな学校づくり推進事業計画書（報告書）

                                              　　学校法人名
                                              　　学　校　名

　
	事　　業　　区　　分
	補助事業に
要する経費
	補助対象
経　　費
	財　源　内　訳

	
	
	
	学校財源
	県補助金

	１ 多彩な人材の活用等による教育の推進に関する事業
	        円

	        円

	        円

	        円


	２ 多彩な人材の活用等による教育の推進に関する事業（新型コロナウイルス感染症への対応による追加的人材の配置）
	
	
	
	

	３ 次期学習指導要領に向けた取組の促進に関する事業
	
	
	
	

	４ 教育相談体制の整備に関する事業
	
	
	
	

	５ 職業・ボランティア・文化・健康・食等の教育の推進に関する事業
	
	
	
	

	６ 安全確保の推進に関する事業
	
	
	
	

	       合　　　　　計
	
	
	
	


    （注）実施する事業の事業計画（事業報告）（別紙）を添付すること。

















（別紙）

　　年度鳥取県心豊かな学校づくり推進事業補助金事業計画（事業報告）

１．対象事業区分
　区分番号


２．事業計画（事業報告）等
　①事業のテーマ及び目的





　②事業計画（事業報告）（実施時期等を含め具体的に記載すること）





　③予算額（決算額）



























様式第２号（第４条、第７条関係）

年度収支予算書（決算書）


１　収入の部
                   　　　　　　　　　　　　　　           （単位：円）
	
科　　　目

	
本年度予算額

	
前年度予算額
（本年度決算額）
	
増　　　減
（差異）

	

	

	

	


	

	

	

	


	

	

	

	


	

	

	

	


	

	

	

	


	
計

	


	


	





２　支出の部
                   　　　　　　　　　　　　　　           （単位：円）
	
科　　　目

	
本年度予算額

	
前年度予算額
（本年度決算額）
	
増　　　減
（差異）

	

	

	

	


	

	

	

	


	

	

	

	


	

	

	

	


	

	

	

	


	

	

	

	


	

	

	

	


	

	

	

	


	

	

	

	


	
計

	


	


	





様式第３号（第６条関係）
                                                          　　　番　　　　　号
年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　様

                          　　　　　　　　　職氏名                       

　　　　　　　　　年度鳥取県心豊かな学校づくり推進事業補助金交付決定通知書

　　　年　　月　　日　　第　　号の申請書（以下「申請書」という。）で申請のあった鳥取県心豊かな学校づくり推進事業補助金（以下「本補助金」という。）については、鳥取県補助金等交付規則（昭和３２年鳥取県規則第２２号。以下「規則」という。）第６条第１項の規定に基づき、下記のとおり交付することに決定したので、規則第８条第１項の規定により通知します。

記
１　補助事業
　　本補助金の補助事業の内容は、申請書に記載のとおりとする。

２　交付決定額等
　　本補助金の算定基準額及び交付決定額は、次のとおりとする。ただし、補助事業の内容が変　
　更された場合におけるそれらの額については、別に通知するところによる。
（１）算定基準額　金　　　　　円
（２）交付決定額　金　　　　　円

３　経費の配分
　　本補助金の補助対象経費の配分は、申請書に記載のとおりとする。ただし、補助事業の内容が変更された場合においては、別に通知するところによる。

４　交付額の確定
　　本補助金の額の確定は、補助対象経費の実績額等について、鳥取県心豊かな学校づくり推進事業補助金交付要綱(平成１２年１２月１９日付総第１００４号鳥取県総務部長通知。以下「要綱」という。)第３条第２項の規定を適用して算定した額と、前記２の（２）の交付決定額（変更された場合は、変更後の額とする。）のいずれか低い額により行う。

５　補助規程の遵守
　　本補助金は、間接国費補助金に該当するものであり、その収受及び使用、補助事業の遂行等に当たっては、規則及び要綱のほか、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）及び補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年政令第２５５号）の規定に従わなければならない。






様式第４号（第６条関係）

年度心豊かな学校づくり推進事業変更計画書

                                                  　　学校法人名
                                                  　　学　校　名
１　当初事業計画　
	事　　業　　区　　分
	補助事業に
要する経費
	補助対象
経　　費
	財　源　内　訳

	
	
	
	学校財源
	県補助金

	１ 多彩な人材の活用等による教育の推進に関する事業
	      円

	        円

	        円

	         円


	２ 多彩な人材の活用等による教育の推進に関する事業（新型コロナウイルス感染症への対応による追加的人材の配置）
	
	
	
	

	３ 次期学習指導要領に向けた取組の促進に関する事業
	
	
	
	

	４ 教育相談体制の整備に関する事業
	
	
	
	

	５ 職業・ボランティア・文化・健康・食等の教育の推進に関する事業
	
	
	
	

	６ 安全確保の推進に関する事業
	
	
	
	

	 　     合　　　　　計
	
	
	
	



２　変更事業計画　
	事　　業　　区　　分
	補助事業に
要する経費
	補助対象
経　　費
	財　源　内　訳

	
	
	
	学校財源
	県補助金

	１ 多彩な人材の活用等による教育の推進に関する事業
	      円

	        円

	        円

	         円


	２ 多彩な人材の活用等による教育の推進に関する事業（新型コロナウイルス感染症への対応による追加的人材の配置）
	
	
	
	

	３ 次期学習指導要領に向けた取組の促進に関する事業
	
	
	
	

	４ 教育相談体制の整備に関する事業
	
	
	
	

	５ 職業・ボランティア・文化・健康・食等の教育の推進に関する事業
	
	
	
	

	６ 安全確保の推進に関する事業
	
	
	
	

	       合　　　　　計
	
	
	
	


（注）変更に係る事業の事業計画（様式第１号の別紙に準じたもの）を添付すること。  

